新座市緊急時初動マニュアル

（平成２６年　　月　　日庁議決定）
１　本マニュアルの位置付け

　　本市では、平成２５年３月に、新座市地域防災計画に基づき、市職員が災害時に応急対策活動を行うための「新座市災害時活動マニュアル（共通編及び各グループ編）」（以下「活動マニュアル」という。）を策定した。

しかしながら、有事において、閉庁時に職員が迅速かつ円滑に対応するためには、改めてこれに特化した体制の整備が必要であることから、「新座市緊急時初動マニュアル」（以下「緊急初動マニュアル」という。）を策定するものである。

また、緊急初動マニュアルによる体制は、全ての職員が閉庁時に指定緊急避難場所等へ早期に参集し避難者受入体制を整え、避難者受入れ後、しばらく（地震発生直後から３日以内を目安とする。）は避難所運営に準じた避難者支援に努めるものとし、これを緊急初動体制として位置付けるものである。

なお、その後の体制は、新座市地域防災計画に定められた市民生活支援グループ『避難所班』に、順次引き継ぐこととする。

２　参集基準

　　閉庁時に震度６弱以上の地震が起こった場合とする。ただし、震度６弱に満たない地震、他の災害についても市の判断により、適用されるものとする。

３　対象職員
臨時職員、非常勤一般職員を除く、全ての市職員とする。

対象人数は９０７名（正規職員８１７名、再任用職員９０名）。

※　対象人数は、平成２６年４月１日時点の参考数値である。
４　参集先（合計４４か所）

　災害対策本部

市役所庁舎

　医療班活動拠点

保健センター

　指定緊急避難場所　４２か所

	ア　指定緊急避難場所兼指定避難所　３２か所（旧新座小を除く。）

	第四小学校
	野火止小学校

	栄小学校
	陣屋小学校

	池田小学校
	新座中学校

	片山小学校
	十文字学園女子大学

	第三中学校
	新座小学校

	第六中学校
	新開小学校

	新座総合技術高校
	大和田小学校

	新座高校
	第四中学校

	八石小学校
	西武台新座中学・高校

	野寺小学校
	新座柳瀬高校

	石神小学校
	跡見学園女子大学

	栗原小学校
	東北小学校

	第五中学校
	立教新座中学・高校

	西堀小学校
	立教大学新座キャンパス

	新堀小学校
	東野小学校

	市民総合体育館
	第二中学校

	イ　指定緊急避難場所　１０か所　
※平成２７年３月に見直し予定の地域防災計画において新たに位置付けを行う予定

	畑中公民館
	市民会館

	中央公民館
	大和田公民館

	栗原公民館
	ほっとぷらざ

	栗原ふれあいの家
	東北コミュニティセンター

	西堀・新堀コミュニティセンター
	ふるさと新座館
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５　グループ分け
　　対象職員を所属及び居住地により、次のグループに分ける。

1 　グループＳ…市役所庁舎及び保健センターに参集する職員

ア　グループＳ1…市長、副市長及び教育長

イ　グループＳ2…市民安全課（市民環境部長及び市民環境部副部長を含む。）

ウ　グループＳ3…管財契約課（電話交換員を含む。）、市政情報課（総務部長及び総務部副部長を含む。）
エ　グループＳ4…道路課（都市整備部長及び都市整備部副部長を含む。）

水道施設課、下水道課（上下水道部長及び上下水道部副部長を含む。）
オ　グループＳ5…保健センター

2 　グループＡ…グループＳ以外の全ての職員

６　各グループの職員数
1 　グループＳ　　１１２名

2 　グループＡ　　７９５名　

７　各グループの参集先（参集先一覧表）

1 　グループＳ1～4は、市役所庁舎に参集する。

グループＳ5は、保健センターに参集する。

2 　グループＡは、指定緊急避難場所に参集する。

※　指定緊急避難場所では、参集している職員の中で最上級の階級者がリーダーとしての役割を担うものとする。

　　※　学校教職員は、平成２３年１１月に新座市教育委員会が作成した「新座市立小・中学校学校防災マニュアル」に基づいて、指定緊急避難場所（小・中学校）へ速やかに参集する。

８　参集方法
　　発災時は、家族の安否確認後、交通網の混乱を避けるため、徒歩、自転車又はバイク等を使用して参集する（参集先への距離を考慮して判断する。）。
９　各グループの役割
1 　グループＳ1～4

　　　市役所庁舎の被害状況の把握及び安全確認を行い、災害対策本部を速やかに設置する。

　　ア　市長、副市長及び教育長（Ｓ1）

　　　　災害対策本部を設置し、本部長及び副本部長として必要な指示を行う。

イ　市民安全課（Ｓ2）

災害対策本部を設置し、市の指針を決定する。その後、また、活動マニュアル『各グループ編』（１－４頁）に基づき、対策本部グループ『総括班』としての業務に従事する。

ウ　管財契約課（Ｓ3）

活動マニュアル『共通編』（２５頁）に基づき、市役所庁舎の被害状況の把握及び安全確認を行うとともに、災害対策本部の設置準備を行う。電話交換員は、電話交換業務に従事する。

エ　市政情報課（Ｓ3）

「新座市ＩＣＴ部門業務継続計画」に基づき、市役所庁舎内の情報システムの被災状況の確認・復旧作業を行う。

　　オ　道路課（Ｓ4）

道路の被害状況の把握を行う。また、活動マニュアル『共通編』（３９頁）に基づき、応急対策班として活動を行う。

　　カ　水道施設課（Ｓ4）

水道施設の被害状況の把握を行う。また、活動マニュアル『各グループ編』（３－４２頁）に基づき、水道復旧班として活動を実施する。

　　キ　下水道課（Ｓ4）

下水道施設の被害状況の把握及び安全確認を行う。また、活動マニュアル『各グループ編』（３－４８頁）に基づき、下水道復旧活動を実施する。
2 　グループ（Ｓ5）

保健センター

保健センター内の被害状況の把握及び安全確認をし、市民生活支援グループ『医療班』としての業務に従事する。

　グループＡ

　　　　各自指定された指定緊急避難場所に参集し、避難所の開設及び避難者の受入れを行う。

１０　鍵の管理

グループＡの中から指定緊急避難場所の近隣に在住の職員５名は、担当する指定緊急避難場所及び市の防災備蓄倉庫の鍵を平常時から自宅に保管し、有事の際は、指定緊急避難場所の早急な開設を行うものとする。（十文字学園女子大学、跡見学園女子大学、立教大学、立教新座中学・高校、西武台新座中学・高校は管理者が常駐しているため不要）。　　

１１　グループの更新
グループの更新については、職員の人事異動及び居住地情報を考慮し、随時行うものとする。なお、このことに伴い、再配置を行う場合もある。
【参考】フローチャート

【業務継続計画及び各マニュアルの位置付け】



　　　　　　　　　開庁時　　　　　　　　　　　　　　　　閉庁時


　　
　　 
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





備考（指定緊急避難場所の他の役割）





A 帰宅困難者の一時滞在施設


ふるさと新座館


ほっとぷらざ


東北小学校


第二中学校


東北コミュニティセンター


栗原ふれあいの家（予定）





B 福祉避難所（予定）


老人福祉センター


第二老人福祉センター


　福祉の里


　新座柳瀬高校（見直し予定）





C　応援部隊受入れ場所


　（自衛隊等）


　公民館（野火止公民館を除く）


　西堀・新堀コミュニティセンター　





地震発生！





（震度６弱以上）





新座市緊急時初動マニュアル





閉庁時、職員は指定場所に参集し、指定緊急避難場所の開設及び運営又は特に初動対応が必要な非常時優先業務のみ実施する。





全ての職員は市役所庁舎（保健センター）又は指定緊急避難場所へ参集！！





非常時優先業務





応急対策業務等





通常業務





新座市災害時活動マニュアル


に基づく業務


の実施





優先度の高い通常業務のみ


実施





新座市業務継続計画





段階的に、業務継続計画に基づく体制へ移行。


（おおむね３日以内）
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